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図　１

○１９７２年から１９９７年までは、本県の人口は増加となっていた。
○年少人口に関しては、１９５０年から減少の一途をたどっている。
○２０１３年時点の人口割合は、年少人口１２．７％、生産年齢人口６０．４％、老年人口２６．９％
○社人研推計による２０４０年時点での人口割合は、年少人口９．８％、生産年齢人口５０．９％、老年人口３９．３％
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帳の移動報告によるものであり、実際の居住人口はさらに減少していると思

われる。

社会増の時代

（1992～1995年）
1992年
ふくしま新世紀プラン
〔一極集中の是正と分散圧

力〕

1993年
福島空港開港

会津大学開学
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図　２

○青色部分が人口減ゾーン、白色部分が人口増ゾーンである。
○１９７２年から１９９７年まで、本県の人口は増加であった。
○特に１９９２年から１９９５年までは、本県の人口は自然増かつ社会増となっていた。
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図　３

○２０１１年は、東日本大震災の影響で、各年代で転出となった。
○震災前の２００９年、２０１０年及び震災後の２０１３年は、転出の大部分を１５～２４歳の年代が占めている。
○これは、高校、大学等の卒業を機に県外に転出する人が多いためと考えられる。
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図　４

○東日本大震災のあった２０１１年は、東京圏を始め全国各地に転出超となった。
○いずれの年も東京圏（埼玉、千葉、東京、神奈川）への流出の割合が多い。
○震災前の２００９年、２０１０年と震災後の２０１３年では、同様な傾向となっている。
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図　５

○これまでの傾向として、「１５～１９歳→２０～２４歳」の階級で転出超過数が拡大している。
○一方、「２０～２４歳→２５～２９歳」の階級では、以前は転入超過だったが、
（1980年→1985年 11,671人、1990年→1995年 10,426人）　近年は、減少傾向にあり、直近では転出超過になっている。
（2000年→2005年 2,680人、2005年→2010年 －421人）
○これは、一旦県外に転出した若い世代が、本県に戻ってこないという傾向がますます顕著になっているためと考えられる。


